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 We are researching on new methods for improving the quality of urban parks. In FY2014, the 
division collected and studied a variety of cases from the view point of high-level use of park space, 
using lease contract and private qualifications system. 
 
［研究の目的及び背景］ 

近年、急速な少子高齢化や財政悪化等の社会経済情

勢の変化に伴い、都市公園ストックの適切な管理と更

新が課題となっており、多様な主体の参画による効率

的な再整備や管理運営の促進が必要とされている。こ

のため、緑化生態研究室では、都市公園の品質向上に

資する新たな手法についての検討を行っている。 

本研究は、公園空間の利用の高度化、官民の柔軟な

権利契約関係の設定等により、老朽化が進む都市公園

の再整備や管理運営への多様な主体の参画を促進し、

都市公園の質的向上を実現することを目的に、新たな

手法の可能性と課題を検討するものである。 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。 

  

［研究内容］ 

平成２６年度は、公園空間の高度利用、リース契約の

導入、民間資格・表彰制度の活用の観点から、先進的

な取り組みや関連分野の動向を踏まえて、新たな都市

公園整備・管理手法と実現する上での課題を検討した。

１．公園空間の高度利用事例に関する整理 

 都市公園法は、都市公園の本質である、一般公衆が

自由に利用できる公共オープンスペースという性格を

担保するため、公園に設置することのできる施設を限

定的に定めるなど、様々な規制を設けてきた。一方で、

主に災害対策応急施設などをはじめとして占用許可物

件が随時拡充されるとともに、第３者に公園施設の設

置又は管理を許可できる要件として、公園管理者が自

ら設け又は管理することが不適当な場合に加え、地域

住民や民間事業者等が設置又は管理した方が公園の機

能の増進に資する場合も認められるようになるなど、

多様な主体の参画による効率的な公園管理が求められ

てきた。本研究では、これらの各種取り組みについて、

制度概要の見込まれる効果、活用事例を文献調査によ

り整理した。（表-1、表-2 及び図-1） 

２．リース契約の導入に関する検討 

 「リース取引」とは、特定の物件の所有者たる貸手

（レッサー）が、当該物件の借手（レッシー）に対し、

合意された期間（リース期間）にわたりこれを使用収

益する権利を与え、借手は、合意された使用料（リー

ス料）を貸手に支払う取引（企業会計基準第 13 号「リ

ース取引に関する会計基準」）である。都市公園では、

老朽化等により安全性に支障が生じた施設の早急な更

新、少子高齢化等による地域ニーズの変化への柔軟な

対応などが求められており、民間の所有する施設や土

地をリース契約により一定期間に限って利用者に提供

することには、様々なメリットが期待できる（図-2）。 

一方、都市公園におけるリース契約は、管理事務所

内のＯＡ機器、管理用車両の調達等、一部で活用され

ているものの、遊具、植栽などの公園施設そのものや

公園用地を対象とした事例は見られない。そこで都市

公園や他の公共調達におけるリース契約の事例につい

て、文献調査及びヒアリング調査により収集整理した。 

３．資格・表彰実績による能力評価に関する検討 

 今後、小規模な地方公共団体ほど専門的な知見・技

術を有する職員の不足・不在や、投資余力の低下など

の事情が深刻化することが想定されるため、公園管理

運営等に関する民間資格を発注要件や評価項目として

採用するなどにより、民間の専門的知識・技能を効果

的に活用するが求められる。 

 本研究では、既存の資格制度・表彰制度の一例を対

象都市、情報収集・分析の方法を検討した。 
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図-1 公園空間の高度利用に係る調査事例対象地の写真 
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図-2 都市公園におけるリース契約の導入と想定される効果のイメージ 

表-1 公園空間の高度利用に係る各種制度の概要 表-2 公園空間の高度利用に係る調査事例 
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